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有価証券報告書および半期報告書は、「EDINET システム」を利用し 
て金融庁へ提出した記載事項を PDF 化したものであります。内容の正 
確性については万全を期していますが、技術的制約により、「EDINET」
上で閲覧するものと異なる場合があります。 

  

 

      有価証券報告書等閲覧方法のご案内 

 
  平成１３年９月期の有価証券報告書より、金融庁が運営いたします 
 「証券取引法に基づく有価証券報告書等の開示に関する電子開示シス 

テム（EDINET）」に提出し、公開されております。 
 

閲覧手順 
１． 下記の「EDINET」をクリックしていただくと、EDINET の 

ウェブサイトが表示されます。 
 

２．EDINET トップページの「Enter」をクリックしてください。 
 
３．横浜冷凍（EDINET コード：４０１１２７) 

   ａ．【五十音検索の場合】 
      内国会社を選択し、「よ」を選択してください。 
   ｂ．【EDINET コード検索の場合】 
      「４０１１２７」を入力してください。 
 
４． 該当の有価証券報告書等が表示されますので、該当の提出種類を 

クリックし表示させてください。 
 

ＥＤＩＮＥＴ 
証券取引法に基づく有価証券報告書等の 

開示に関する電子開示システム 
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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第59期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８ 

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

３．第61期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期 

決算年月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 平成20年９月 

売上高（百万円） 80,560 96,510 115,947 124,555 125,211 

経常利益（百万円） 3,207 3,397 3,671 3,601 3,671 

当期純利益（百万円） 1,668 1,845 2,002 1,916 1,886 

純資産額（百万円） 46,840 51,528 53,356 55,610 55,873 

総資産額（百万円） 64,105 67,783 71,962 77,485 76,478 

１株当たり純資産額（円） 1,056.84 1,049.74 1,066.33 1,066.09 1,072.89 

１株当たり当期純利益（円） 36.92 39.21 40.52 37.51 36.38 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
31.28 34.83 38.57 36.93 ― 

自己資本比率（％） 73.07 76.02 74.03 71.35 72.69 

自己資本利益率（％） 3.56 3.75 3.82 3.53 3.40 

株価収益率（倍） 20.56 23.13 22.14 23.76 19.76 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
1,938 1,716 6,090 1,977 6,676 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△3,548 △2,621 △6,453 △7,282 △5,730 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△957 △858 △951 3,735 △46 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
5,888 4,125 2,822 1,294 2,183 

従業員数（人） 

[外、平均臨時雇用者数] 

874 

(127) 

903 

(114) 

938 

(112) 

989 

(94) 

1,041 

(93) 
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(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第61期の１株当たり配当額には、創立60周年記念配当２円を含んでおります。 

３．第59期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８ 

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

４．第61期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期 

決算年月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 平成20年９月 

売上高（百万円） 80,145 96,119 115,614 124,084 124,847 

経常利益（百万円） 3,062 3,288 3,639 3,545 3,685 

当期純利益（百万円） 1,648 1,831 2,007 1,956 1,923 

持分法を適用した場合の投資

利益（百万円） 
― ― ― ― ― 

資本金（百万円） 8,655 10,163 10,461 11,065 11,065 

（発行済株式総数）（株） (44,725,080) (49,558,380) (50,515,097) (52,450,969) (52,450,969) 

純資産額（百万円） 46,813 51,486 53,214 55,152 55,600 

総資産額（百万円） 63,629 67,333 71,684 76,883 76,061 

１株当たり純資産額（円） 1,056.23 1,048.88 1,065.10 1,063.56 1,073.10 

１株当たり配当額（円） 15.00 16.00 17.00 18.00 20.00 

(うち１株当たり中間配当額)

（円） 
(7.50) (8.00) (8.50) (9.00) (9.00) 

１株当たり当期純利益（円） 36.45 38.90 40.62 38.29 37.10 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
30.88 34.55 38.66 37.71 ― 

自己資本比率（％） 73.57 76.46 74.23 71.74 73.10 

自己資本利益率（％） 3.57 3.73 3.83 3.61 3.47 

株価収益率（倍） 20.82 23.32 22.08 23.27 19.38 

配当性向（％） 41.15 41.13 41.85 47.01 53.91 

従業員数（人） 

[外、平均臨時雇用者数] 

783 

(127) 

806 

(114) 

842 

(112) 

889 

(94) 

941 

(93) 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

     （5）役員退職慰労引当金
        当社は、役員の退職慰労金の支払 
      に備えるため、内規に基づく連結会 
      計年度末要支給額を計上しておりま 
      す。 

 （5）役員退職慰労引当金 
                  同左 
  
  
  

  （ニ）重要なリース取引の処理方法
    当社は、リース物件の所有権が借 
  主に移転すると認められるもの以外 
  のファイナンス・リース取引につい 
  ては、通常の賃貸借取引に係る方法 
  に準じた会計処理によっておりま 
  す。  

（ニ）重要なリース取引の処理方法
              同左 
  
  
  
  
  

  （ホ）重要なヘッジ会計の方法
    （1）ヘッジ会計の方法 
     繰延ヘッジ処理によっておりま 
      す。 
    ただし、為替予約が付されている 
   外貨建金銭債権債務については振当 
   処理を行っております。 
    （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 
      ヘッジ手段 
          デリバティブ取引 
      （為替予約取引等） 
     ヘッジ対象 
      商品輸出・輸入による外貨建 
      債権・債務及び外貨建予定取 
      引 
  （3）ヘッジ方針 
    社内規定に基づき、外貨建営業債 
   権債務に係る将来の為替レートの変 
   動リスクを回避する目的で為替予約 
   取引等を行っております。投機目的 
   によるデリバティブ取引は行ってお 
   りません。 
  （4）ヘッジ有効性評価の方法 
    予定取引について同一通貨の為替 
   予約を付しているため、その後の為 
   替相場の変動による相関関係は完全 
   に確保されておりますので、有効性 
   の評価を省略しております。     

（ホ）重要なヘッジ会計の方法 
    （1）ヘッジ会計の方法 
                  同左 
  
  
  
 
    （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 
      ヘッジ手段 
                  同左 
 
     ヘッジ対象 
                  同左 
  
 
  （3）ヘッジ方針 
                  同左 
  
  
  
  
 
  （4）ヘッジ有効性評価の方法 
                  同左 
  
  
  
    

  （ヘ）その他連結財務諸表作成のための基
      本となる重要な事項 
    消費税等の会計処理 
    消費税及び地方消費税の会計処理 
   は、税抜方式によっております。   

（ヘ）その他連結財務諸表作成のための基
      本となる重要な事項 
                  同左 
  
   

５．連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方
法は、全面時価評価法によっておりま
す。 

             同左 
  
  

６．のれん及び負ののれんの
償却に関する事項 

 のれんの償却については、10年間の
均等償却を行っております。  

             同左  

７．連結キャッシュ・フロー
計算書における資金の範
囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金
及び容易に換金可能であり、かつ、価
値の変動について僅少なリスクしか負
わない取得日から３ヶ月以内に償還期
限の到来する短期投資からなっており
ます。 

             同左 
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表示方法の変更 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

（連結貸借対照表） 

  前連結会計年度において、「連結調整勘定」として

掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれ

ん」と表示しております。 

――――― 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

  前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」

として掲記されていたものは、当連結会計年度から

「のれん償却額」と表示しております。 

――――― 

前連結会計年度 
（平成19年９月30日） 

当連結会計年度 
（平成20年９月30日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと 

   おりであります。 

投資有価証券（株式） 86百万円

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと 

   おりであります。 

投資有価証券（株式） 76百万円

  

※２．(1) 有形固定資産の減価償却累計額 

      (2) 担保に供している資産 

  43,705百万円

  

※２．(1) 有形固定資産の減価償却累計額 

      (2) 担保に供している資産 

  46,082百万円

建物及び構築物 468百万円 建物及び構築物 428百万円

 担保権によって担保されている債務はあり

ませんが、土地使用貸借契約に基づいて担保

提供をしております。 

 担保権によって担保されている債務はあり

ませんが、土地使用貸借契約に基づいて担保

提供をしております。 

 また、短期借入金4,500百万円については、

担保提供を伴う借入契約ではありませんが、

「銀行取引による債務」として取引銀行１行

及び１金庫には下記資産に対して、極度額670

百万円の共同担保として根抵当権が設定され

ております。  

 また、短期借入金5,450百万円については、

担保提供を伴う借入契約ではありませんが、

「銀行取引による債務」として取引銀行１行

及び１金庫には下記資産に対して、極度額670

百万円の共同担保として根抵当権が設定され

ております。  

建物及び構築物 46百万円

土地 360百万円

計 406百万円

建物及び構築物 45百万円

土地 360百万円

計 405百万円

※３．コミットメント契約関係 

   当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行２行及び１金庫と貸出コミットメント

契約を締結しております。これら契約に基づく当連

結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

貸出コミットメントの総額 5,000百万円

借入実行残高 1,500百万円

差引額 3,500百万円

※３．コミットメント契約関係 

   当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行及び１金庫と貸出コミットメント

契約を締結しております。これら契約に基づく当連

結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

貸出コミットメントの総額 6,000百万円

借入実行残高 2,450百万円

差引額 3,550百万円

    

※４． 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をも 

   って決済処理しております。なお、当連結会計年 

   度末日が銀行休業日のため、次のとおり当期末日 

   満期手形が期末残高に含まれております。 

 受取手形 25百万円

――――― 
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（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

      は、次のとおりであります。 

  

報酬給料手当等 1,328百万円 

運賃 1,025百万円 

保管料 919百万円 

賞与引当金繰入額 142百万円 

退職給付費用 81百万円 

役員賞与引当金繰

入額 
35百万円 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

      は、次のとおりであります。 

  

報酬給料手当等 1,346百万円 

運賃 1,007百万円 

保管料 868百万円 

賞与引当金繰入額 173百万円 

退職給付費用 80百万円 

役員賞与引当金繰

入額 
36百万円 

 ※２．主として車両運搬具の売却益であります。 

  

 ※２．主として機械装置の売却益であります。 

  

 ※３．主として建物、機械装置の除却損及び機械装置の 

       売却損であります。 

  

 ※３．主として建物、機械装置の除却損及び車両運搬具 

       の売却損であります。 

  

 ※４．関連会社HARBOURSIDE SERVICES PTY.LTD. に対す 

       る投資の評価減、及び非連結子会社㈱有職に対す 

       る貸付金に係る貸倒引当金繰入額であります。 

  

 ※４．主として非連結子会社㈱有職に対する貸付金に係 

       る貸倒引当金繰入額であります。 

  

                   ──────── 

  

 ※５．減損損失を認識した資産グループは次のとおりで 

       あります。 

       減損損失を認識した資産グループについては、原 

     則として事業所単位ごとにグルーピングしておりま 

     す。 

       上記資産グループについては、閉鎖売却決定によ 

     り今後の使用が見込まれないことから、帳簿価額を 

     回収可能価額まで減額し、当該減少額121百万円を 

     減損損失として特別損失に計上しております。 

       なお、回収可能価額は正味売却価額により決定し 

     ております。 

  

場所 用途 種類  
減損損失 

（百万円）

 宮城県牡鹿郡 

 女川町 
 冷凍工場 

 建物 31 

 土地  77 

 機械装置  9 

 構築物  1 

 工具器具備品 1 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加1,935千株は、転換社債の普通株式への転換による増加であります。 

    ２．普通株式の自己株式の株式数の増加41千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 ２．配当に関する事項 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式   (注)１ 50,515 1,935 ― 52,450 

合計 50,515 1,935 ― 52,450 

自己株式        

普通株式   (注)２ 552 41 ― 594 

合計 552 41 ― 594 

(１)配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年12月21日 

定時株主総会 
普通株式 424 8.5 平成18年９月30日 平成18年12月22日 

平成19年５月17日 

取締役会 
普通株式 466 9.0 平成19年３月31日 平成19年６月18日 

(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年12月21日 

定時株主総会 
普通株式 466 利益剰余金  9.0 平成19年９月30日 平成19年12月25日
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当連結会計年度（自 平成19年10月１日 至 平成20年９月30日） 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加43千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 ２．配当に関する事項 

 （注）１株当たり配当額には、創立60周年記念配当2円を含んでおります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 52,450 ― ― 52,450 

合計 52,450 ― ― 52,450 

自己株式        

普通株式   (注) 594 43 ― 638 

合計 594 43 ― 638 

(１)配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年12月21日 

定時株主総会 
普通株式 466 9.0 平成19年９月30日 平成19年12月25日 

平成20年５月16日 

取締役会 
普通株式 466 9.0 平成20年３月31日 平成20年６月17日 

(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 
（注） 

基準日 効力発生日 

平成20年12月22日 

定時株主総会 
普通株式 569 利益剰余金  11.0 平成20年９月30日 平成20年12月24日

前連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

  

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表 

      に掲記されている科目の金額との関係 

  

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表 

      に掲記されている科目の金額との関係 

(平成19年９月30日現在) (平成20年９月30日現在) 

  （百万円)

現金及び預金勘定 1,476 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △181 

現金及び現金同等物 1,294 

  （百万円)

現金及び預金勘定 2,275 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △92 

現金及び現金同等物 2,183 

２．重要な非資金取引の内容 

  （百万円)

転換社債の転換による資本金増加額 603 

転換社債の転換による資本準備金増 

加額 

603 

転換社債の転換による転換社債減少額 1,207 
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（リース取引関係） 

前連結会計年度 

                  (自 平成18年10月1日 

                   至 平成19年9月30日) 

当連結会計年度 

                  (自 平成19年10月1日 

                   至 平成20年9月30日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの 

 以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの 

 以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 

（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

車両運搬具 340 184 156 

工具器具備品 221 182 39 

その他 36 33 3 

合計 598 400 198 

 
取得価額 
相当額 

（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

車両運搬具 378 212 165 

工具器具備品 173 156 17 

その他 36 36 － 

合計 588 405 183 

    なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高 

    が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた 

    め、支払利子込み法により算定しております。 

   同左     

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 86百万円 

１年超 111百万円 

合計 198百万円 

１年内 76百万円 

１年超 106百万円 

合計 183百万円 

    なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ 

    ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め 

    る割合が低いため、支払利子込み法により算定して 

    おります。 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 125百万円 

減価償却費相当額 125百万円 

支払リース料 106百万円 

減価償却費相当額 106百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定 

    額法によっております。 

同左 
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（有価証券関係） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

（１）「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。当連結会計年度において、その他有価 

証券で時価のある株式について32百万円減損処理を行っております。 

（２）株式の減損処理に当たっては、期末における時価が取得価額に比べ50％以上下落した場合の 

ものについては全て減損処理を行い、50％未満30％以上下落した場合には、当該金額の重要 

性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

種類 

前連結会計年度（平成19年９月30日） 当連結会計年度（平成20年９月30日） 

連結貸借対照 
表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 

（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの 
－ － － － － － 

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの 
19 19 △0 － － － 

合計 19 19 △0 － － － 

  種類 

前連結会計年度（平成19年９月30日） 当連結会計年度（平成20年９月30日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対 
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対 
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対

照表計上額

が取得原価

を超えるも

の 

株式 2,438 3,904 1,465 2,188 2,949 761 

債券            

国債・地方債等 － － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

その他 － － － 5 5 0 

小計 2,438 3,904 1,465 2,194 2,955 761 

連結貸借対

照表計上額

が取得原価

を超えない

もの 

株式 366 313 △52 786 596 △189 

債券            

国債・地方債等 － － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

その他 － － － 14 14 △0 

小計 366 313 △52 800 610 △189 

合計 2,804 4,218 1,413 2,994 3,566 571 
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３ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

４ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

５ その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

前連結会計年度 
（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日） 

当連結会計年度 
（自平成19年10月１日 至平成20年９月30日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

4 0 － 0 0 － 

種類 
前連結会計年度（平成19年９月30日） 当連結会計年度（平成20年９月30日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券    

非上場株式 6 7 

種類 

前連結会計年度（平成19年９月30日） 当連結会計年度（平成20年９月30日） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年以
内（百万円）

５年超10年以
内（百万円）

１年以内 
（百万円） 

１年超５年以
内（百万円） 

５年超10年以
内（百万円）

債 券             

  国債・地方債等 19 － － － － － 

  社 債 － － － － － － 

  その他 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

合計 19 － － － － － 
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（デリバティブ取引関係） 

1 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項  

前連結会計年度（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日） 

 通貨関連 

デリバティブ取引については、ヘッジ会計が適用されているため、注記の対象から除いております。 

当連結会計年度（自平成19年10月１日 至平成20年９月30日） 

 通貨関連 

デリバティブ取引については、ヘッジ会計が適用されているため、注記の対象から除いております。 

前連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

１．取引の内容 

   為替予約取引を利用しております。 

１．取引の内容 

同左 

２．取引に対する取組方針 

   基本的に外貨建金銭債権債務の残高の範囲内でデリ 

  バティブ取引を利用することとしております。 

２．取引に対する取組方針 

同左 

３．取引の利用目的 

   デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務の為替変 

  動リスクを回避し、安定的な利益の確保を図る目的で 

  利用しております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予 

  約が付されている外貨建金銭債権債務については振当 

  処理を行っております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

    デリバティブ取引 

    （為替予約取引等） 

ヘッジ対象 

    商品輸出・輸入による外貨建債権・債務及び外貨 

    建予定取引 

(3)ヘッジ方針 

   社内規定に基づき、外貨建営業債権債務に係る将来 

  の為替レートの変動リスクを回避する目的で為替予約 

  取引等を行っております。投機目的によるデリバティ 

  ブ取引は行っておりません。 

(4)ヘッジ有効性の評価の方法 

   予定取引について同一通貨の為替予約を付している 

  ため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全 

  に確保されておりますので、有効性の評価を省略して 

  おります。 

３．取引の利用目的 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

４．取引に係るリスクの内容 

   為替予約取引は為替相場変動によるリスクを有して 

  おります。なお当社のデリバティブ取引の契約先はい 

  ずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手方の 

  契約不履行によるリスクはほとんどないと認識してお 

  ります。 

４．取引に係るリスクの内容 

同左 

５．取引に係るリスク管理体制 

   デリバティブ取引の契約は各事業部所で行われてお 

  り、そのつど経理部に報告されております。 

５．取引に係るリスク管理体制 

同左 
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（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、正社員については適格退職年金制度を、常用作業員のうち一部の者につ

いては退職一時金制度を採用しております。 

２．退職給付債務及びその内訳                             (単位:百万円) 

（注）退職一時金制度を採用している常用作業員については、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。

３．退職給付費用の内訳                                (単位:百万円) 

（注）簡便法を採用している常用作業員の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  前連結会計年度
（平成19年９月30日） 

当連結会計年度
（平成20年９月30日） 

イ．退職給付債務 △4,723 △4,737 

ロ．年金資産 3,798 3,688 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △925 △1,048 

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 － － 

ホ．未認識数理計算上の差異 393 624 

ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額） － － 

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋

ヘ） 
△531 △423 

チ．前払年金費用 － － 

リ．退職給付引当金（ト－チ） △531 △423 

 
前連結会計年度 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

退職給付費用 329 327 

イ．勤務費用 255 261 

ロ．利息費用 91 93 

ハ．期待運用収益（減算） △103 △113 

ニ．過去勤務債務の費用処理額 － － 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 85 85 

ヘ．会計処理基準変更時差異の費用処理額 － － 

 
前連結会計年度 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

イ．割引率 2.0％  2.0％ 

ロ．期待運用収益率   3.0％    3.0％ 

ハ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

ニ．数理計算上の差異の処理年数  10年   10年 

ホ．会計基準変更時差異の処理年数 － － 
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（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成19年９月30日） 

当連結会計年度 
（平成20年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動資産 (1）流動資産 

（百万円)

繰延税金資産  

賞与引当金 223 

未払事業税 65 

賞与社会保険料 27 

その他 4 

繰延税金資産合計 320 

（百万円)

繰延税金資産  

賞与引当金 269 

未払事業税 80 

賞与社会保険料 33 

減損損失 48 

その他 2 

繰延税金資産合計 435 

(2）固定資産 (2）固定資産 

（百万円)

繰延税金資産  

退職給付引当金 212 

役員退職慰労引当金 97 

投資有価証券評価損 90 

関係会社株式評価損 78 

その他 78 

繰延税金資産小計 558 

評価性引当額 △125 

繰延税金資産合計 432 

繰延税金負債  

圧縮記帳積立金 285 

特別償却準備金 84 

その他有価証券評価差額金 565 

その他 0 

繰延税金負債合計 936 

繰延税金負債の純額 503 

（百万円)

繰延税金資産  

退職給付引当金 169 

役員退職慰労引当金 109 

投資有価証券評価損 104 

関係会社株式評価損 78 

その他 93 

繰延税金資産小計 555 

評価性引当額 △131 

繰延税金資産合計 424 

繰延税金負債  

圧縮記帳積立金 274 

特別償却準備金 74 

その他有価証券評価差額金 228 

繰延税金負債合計 577 

繰延税金負債の純額 152 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.0％ 

(調整)    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.9％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
△0.3％ 

住民税均等割額 1.0％ 

役員賞与引当金 0.4％ 

評価性引当額の増減 1.2％ 

その他 1.0％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.2％ 

法定実効税率 40.0％ 

(調整)    

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.0％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
△0.4％ 

住民税均等割額 1.2％ 

役員賞与引当金 0.4％ 

評価性引当額の増減 0.1％ 

その他 1.1％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.4％ 

2008/12/18 19:18:4408480262/横浜冷凍株式会社/有価証券報告書/2008-09-30



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日） 

 （注）１．事業区分は、連結会社の事業活動における業務の種類・性質の関連性及び特性を勘案して区分しておりま

す。 

２．各事業の内容 

(1）冷蔵倉庫事業・・・・水産品・畜産品などの冷蔵・冷凍保管事業及びそれに付帯する事業 

(2）食品販売事業・・・・水産品・畜産品などの卸売並びに加工処理などの事業 

(3）その他事業・・・・・不動産賃貸業等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,431百万円であり、その主な内

容は、提出会社の管理部門にかかる費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社に含めた全社資産の金額は7,954百万円であり、その主なものは、提出会社での

余資運用資金(現金・預金)、長期投資資金(投資有価証券等)等であります。 

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及びその償却額が含まれております。 

  
冷蔵倉庫事
業 
（百万円） 

食品販売事
業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 18,072 106,447 36 124,555 － 124,555 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
892 － － 892 (892) － 

計 18,965 106,447 36 125,448 (892) 124,555 

営業費用 15,358 105,298 7 120,664 538 121,203 

営業利益 3,606 1,148 28 4,784 (1,431) 3,352 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本

的支出 
            

資産 47,415 22,062 52 69,530 7,954 77,485 

減価償却費 2,491 16 0 2,508 162 2,671 

資本的支出 6,386 17 － 6,404 280 6,685 
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 当連結会計年度（自平成19年10月１日 至平成20年９月30日） 

 （注）１．事業区分は、連結会社の事業活動における業務の種類・性質の関連性及び特性を勘案して区分しておりま

す。 

２．各事業の内容 

(1）冷蔵倉庫事業・・・・水産品・畜産品などの冷蔵・冷凍保管事業及びそれに付帯する事業 

(2）食品販売事業・・・・水産品・畜産品などの卸売並びに加工処理などの事業 

(3）その他事業・・・・・不動産賃貸業等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,553百万円であり、その主な内

容は、提出会社の管理部門にかかる費用であります。 

４．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．（ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法（１）

有形固定資産（追加情報）」に記載のとおり、当連結会計年度から平成19年３月31日以前に取得した有形固

定資産については、償却可能限度額まで償却した翌年度から５年間で均等償却する方法によっております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、冷蔵倉庫事業で営業費用が84百万円増加し、営業利益

が同額減少しております。なお、これ以外のセグメントに与える影響は軽微であります。  

５．資産のうち、消去又は全社に含めた全社資産の金額は7,658百万円であり、その主なものは、提出会社での

余資運用資金(現金・預金)、長期投資資金(投資有価証券等)等であります。 

６．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及びその償却額が含まれております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日） 

 全セグメントの売上高及び資産の金額に占める「本邦」の割合が90％を超えている為、記載を省略しておりま

す。 

 当連結会計年度（自平成19年10月１日 至平成20年９月30日） 

 全セグメントの売上高及び資産の金額に占める「本邦」の割合が90％を超えている為、記載を省略しておりま

す。 

  
冷蔵倉庫事
業 
（百万円） 

食品販売事
業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 18,881 106,295 35 125,211 － 125,211 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
903 － － 903 (903) － 

計 19,784 106,295 35 126,115 (903) 125,211 

営業費用 16,446 104,662 8 121,117 649 121,766 

営業利益 3,338 1,632 27 4,998 (1,553) 3,445 

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
            

資産 49,022 19,744 52 68,819 7,658 76,478 

減価償却費 2,906 20 0 2,928 189 3,117 

減損損失 121 － － 121 － 121 

資本的支出 4,858 66 － 4,925 52 4,978 

2008/12/18 19:18:4408480262/横浜冷凍株式会社/有価証券報告書/2008-09-30



【海外売上高】 

 前連結会計年度（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日） 

 海外売上高は連結売上高の10％未満である為、記載を省略しております。 

 当連結会計年度（自平成19年10月１日 至平成20年９月30日） 

 海外売上高は連結売上高の10％未満である為、記載を省略しております。 

【関連当事者との取引】 

  前連結会計年度（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日） 

該当事項はありません。  

  当連結会計年度（自平成19年10月１日 至平成20年９月30日） 

該当事項はありません。  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 

  至 平成19年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 

  至 平成20年９月30日） 

１株当たり純資産額 1,066円09銭

１株当たり当期純利益   37円51銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     36円93銭

  

 平成19年３月30日付にて転換社債を満期償還してお

り、平成19年９月30日現在転換社債等潜在株式はあり

ません。 

１株当たり純資産額  1,072円89銭

１株当たり当期純利益   36円38銭

         

  

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 
前連結会計年度 

（自 平成18年10月１日 
   至 平成19年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 

   至 平成20年９月30日） 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（百万円） 1,916 1,886 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,916 1,886 

期中平均株式数（千株） 51,092 51,841 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） ― ― 

普通株式増加数（千株） 791 ― 

（うち転換社債） (791) ― 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

 平成19年３月30日付にて転換

社債を満期償還しており、平成

19年９月30日現在転換社債等潜

在株式はありません。 

 ――――― 
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（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

 ―――――   

  株式会社セイワフードの株式取得(子会社化)について 

  

  当社グループは、平成20年11月26日及び12月16日開催の

取締役会決議に基づき、株式会社セイワフードの株式を取

得しております。 

  

 (1)目的 

  当社グループは、本株式の取得により、株式会社セイワ

フードの主たる事業である活鰻の輸入販売及び加工鰻の国

内仕入・輸入販売事業を新たに加え、取扱い商材の拡大と

調達力の強化、生産から販売までの一貫した事業モデルを

獲得することができ、これをもって両社の多面的なシナジ

ー効果により、当社グループの一層の企業価値向上を図る

ものであります。  

  

 (2)株式の取得先  

     株式会社セイワフード代表取締役社長他18名(社) 

  

 (3)株式を取得する会社の概要  

  

 (4) 株式取得の時期 

    (括弧内は発行済株式総数に対する所有株式数の割合) 

   ①株式譲渡契約書の締結   平成20年11月26日(92%) 

                            平成20年12月16日(8%) 

   ②株券引渡し             平成20年12月16日 

  

 (5)取得株式の総数、取得価額総額及び取得後の持分比率 

  

 (6)支払資金の調達  

    銀行借入金 

  

   ①商号 株式会社セイワフード 

   ②主な事業内容 活鰻の輸入販売及び加工鰻の国内

仕入・輸入販売 

   ③総資産  5,054百万円 

   ④純資産  1,068百万円 

   ⑤資本金    140百万円  

   ⑥売上高 11,007百万円 

   ⑦経常利益     94百万円  

   ⑧当期純利益  △97百万円 

   (以上 平成20年8月期) 

   ⑨発行済株式総数 12,500株 

   ①取得株式数 12,500株 

   ②取得価額総額  2,500百万円  

   ③取得後の持分比率    100% 
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⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

          該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 (注)  平均利率については、当期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

（２）【その他】 

          該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 

(百万円) 

当期末残高 

(百万円) 

平均利率 

(％) 
返済期限 

 短期借入金 4,500 5,450 1.2 － 

 計 4,500 5,450 － － 
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２【財務諸表等】 

（１）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成19年９月30日） 
当事業年度 

（平成20年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     1,238     2,098  

２．受取手形  ※3   135     55  

３．売掛金     17,333     15,019  

４. 有価証券     19     －  

５．商品     6,984     6,900  

６．貯蔵品     7     12  

７．前渡金     11     0  

８．前払費用     4     7  

９．繰延税金資産     320     435  

10．その他     529     121  

貸倒引当金     △98     △39  

流動資産合計     26,486 34.5   24,611 32.4 

Ⅱ 固定資産              

(1）有形固定資産 ※１            

１．建物     21,395     23,474  

２．構築物     443     465  

３．機械装置     3,886     4,273  

４．車両運搬具     400     301  

５．工具器具備品     506     470  

６．土地     16,167     16,114  

７．建設仮勘定     557     －  

有形固定資産合計     43,358 56.4   45,100 59.3 

(2）無形固定資産              

１．借地権     1,306     1,306  

２．ソフトウェア     225     148  

３．電話加入権     28     28  

無形固定資産合計     1,561 2.0   1,483 1.9 

(3）投資その他の資産              

１．投資有価証券     4,224     3,573  

２．関係会社株式     493     483  

３．出資金     11     11  
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前事業年度 

（平成19年９月30日） 
当事業年度 

（平成20年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

４．従業員に対する長期
貸付金     56     47  

５．関係会社長期貸付金     100     160  

６．破産更生債権等     34     60  

７．長期前払費用     31     76  

８．差入保証金     607     598  

９．その他     55     50  

貸倒引当金     △137     △197  

投資その他の資産合
計     5,478 7.1   4,865 6.4 

固定資産合計     50,397 65.5   51,449 67.6 

資産合計     76,883 100.0   76,061 100.0 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形     178     －  

２．買掛金     11,690     10,258  

３. 短期借入金 ※1,2   4,500     5,450  

４．未払金     292     217  

５．未払法人税等     752     971  

６．未払費用     1,020     1,009  

７．前受金     9     9  

８．預り金     51     43  

９．賞与引当金     557     674  

10．役員賞与引当金      35     36  

11．設備関係支払手形     1,391     957  

12．その他     0     5  

流動負債合計     20,480 26.7   19,634 25.8 

Ⅱ 固定負債              

１．繰延税金負債     419     68  

２．退職給付引当金     531     423  

３．役員退職慰労引当金     244     273  

４．長期預り金     55     60  

固定負債合計     1,250 1.6   826 1.1 

負債合計     21,731 28.3   20,461 26.9 
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前事業年度 

（平成19年９月30日） 
当事業年度 

（平成20年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

 (純資産の部)              

 Ⅰ 株主資本            

   １．資本金     11,065 14.4   11,065 14.5

   ２．資本剰余金            

    (1)資本準備金   11,109    11,109   

   資本剰余金合計      11,109 14.4   11,109 14.6

   ３．利益剰余金            

    (1)利益準備金    1,004    1,004   

    (2)その他利益剰余金             

      特別償却準備金    127    111   

      圧縮記帳積立金    428    411   

      別途積立金    29,010    30,010   

      繰越利益剰余金    2,005    2,028   

   利益剰余金合計      32,576 42.4   33,566 44.1

   ４. 自己株式      △446 △0.6   △481 △0.6

    株主資本合計     54,304 70.6   55,260 72.6

 Ⅱ 評価・換算差額等              

   １．その他有価証券評価 

       差額金 
    847 1.1   342 0.5

   ２．繰延ヘッジ損益     0 0.0   △3 △0.0

    評価・換算差額等合計      847 1.1   339 0.5

    純資産合計     55,152 71.7   55,600 73.1

    負債純資産合計      76,883 100.0   76,061 100.0
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②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高              

１．商品売上高   106,413     106,274    

２．冷蔵庫収入   17,634     18,537    

３．その他事業収入   36 124,084 100.0 35 124,847 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１．商品売上原価              

商品期首たな卸高   5,816     6,984    

当期商品仕入高   101,842     99,819    

当期商品加工費用   799     955    

合計   108,458     107,759    

商品期末たな卸高   6,984 101,474   6,900 100,858  

２．冷凍事業原価     14,119     15,196  

３．その他事業原価     7     8  

合計     115,601 93.2   116,063 93.0 

売上総利益     8,483 6.8   8,784 7.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１．保管料   919     868    

２．運賃   1,024     1,006    

３．貸倒引当金繰入額    5     2    

４．報酬・給料手当等   1,306     1,326    

５．賞与   240     238    

６．賞与引当金繰入額   142     173    

７. 役員賞与引当金繰入額   35     36    

８．厚生費   174     183    

９．減価償却費   179     210    

10．支払手数料   252     306    

11．租税公課   103     100    

12．その他   807 5,191 4.2 868 5,322 4.3 

営業利益     3,291 2.6   3,462 2.7 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   5     16    

２．受取配当金   72     73    

３．受取奨励金   63     16    

４．保険配当金   27     27    

５．受取保険金    41     45    

６．雑収入   94 305 0.2 127 305 0.2 
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前事業年度 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   31     51    

２．雑支出   20 52 0.0 31 82 0.0 

経常利益     3,545 2.8   3,685 2.9 

Ⅵ 特別利益              

１．固定資産売却益  ※１ 1     0     

２．投資有価証券売却益   0     0     

３. ゴルフ会員権売却益   8     －     

４. 過年度固定資産税還付
金   150 160 0.1 － 0 0.0 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産売却及び除却
損 

※２ 69     72    

２．投資有価証券評価損   －     32    

３．関係会社株式評価損  ※３ 76     －    

４．ゴルフ会員権評価損   －     6    

５．貸倒引当金繰入額  ※３ 33     14    

６．減損損失  ※４ － 179 0.1 121 247 0.2 

税引前当期純利益     3,526 2.8   3,438 2.7 

法人税、住民税及び事
業税   1,483     1,641    

法人税等調整額   86 1,570 1.2 △126 1,515 1.2 

当期純利益     1,956 1.6   1,923 1.5 
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冷凍事業原価明細書 

 （注） 原価計算の方法は実際原価に基づく単純総合原価計算を採用しております。 

   
前事業年度 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

１．材料費   1,204 8.5 1,333 8.8 

２．労務費   4,701 33.3 4,995 32.9 

３．経費   8,213 58.2 8,867 58.3 

（うち減価償却費）   (2,283)   (2,676)  

（うち作業費）   (1,107)   (1,155)  

合計   14,119 100.0 15,196 100.0 
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③【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 特別償却

準備金 
圧縮記帳
積立金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
10,461 10,505 10,505 1,004 118 448 27,810 2,129 31,511 △408 52,069 

事業年度中の変動額                      

転換社債の転換による 

新株の発行 
603 603 603               1,207 

剰余金の配当               △891 △891   △891 

別途積立金の積立             1,200 △1,200 ―   ― 

特別償却準備金の積立         48     △48 ―   ― 

特別償却準備金の取崩         △40     40 ―   ― 

圧縮記帳積立金の取崩           △19   19 ―   ― 

当期純利益               1,956 1,956   1,956 

自己株式の取得                   △37 △37 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額 

（純額） 

                      

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
603 603 603 ― 8 △19 1,200 △124 1,064 △37 2,235 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
11,065 11,109 11,109 1,004 127 428 29,010 2,005 32,576 △446 54,304 

 

評価・換算差額等  

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額等
合計 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
1,144 0 1,145 53,214 

事業年度中の変動額        

転換社債の転換による新株

の発行 
      1,207 

剰余金の配当       △891 

別途積立金の積立       ― 

特別償却準備金の積立       ― 

特別償却準備金の取崩       ― 

圧縮記帳積立金の取崩       ― 

当期純利益       1,956 

自己株式の取得       △37 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
△296 △0 △297 △297 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
△296 △0 △297 1,937 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
847 0 847 55,152 
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当事業年度（自 平成19年10月１日 至 平成20年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 特別償却

準備金 
圧縮記帳
積立金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
11,065 11,109 11,109 1,004 127 428 29,010 2,005 32,576 △446 54,304 

事業年度中の変動額                      

剰余金の配当               △933 △933   △933 

別途積立金の積立             1,000 △1,000 ―   ― 

特別償却準備金の積立         20     △20 ―   ― 

特別償却準備金の取崩         △36     36 ―   ― 

圧縮記帳積立金の取崩           △17   17 ―   ― 

当期純利益               1,923 1,923   1,923 

自己株式の取得                   △34 △34 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額 

（純額） 

                      

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
― ― ― ― △15 △17 1,000 23 990 △34 955 

平成20年９月30日 残高 

（百万円） 
11,065 11,109 11,109 1,004 111 411 30,010 2,028 33,566 △481 55,260 

 

評価・換算差額等  

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額等
合計 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
847 0 847 55,152 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当       △933 

別途積立金の積立       ― 

特別償却準備金の積立       ― 

特別償却準備金の取崩       ― 

圧縮記帳積立金の取崩       ― 

当期純利益       1,923 

自己株式の取得       △34 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
△505 △3 △508 △508 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
△505 △3 △508 447 

平成20年９月30日 残高 

（百万円） 
342 △3 339 55,600 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(1) 満期保有目的の債券 

同左 
  (2）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 
(2) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (3) その他有価証券 

(イ) 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価
法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。） 

(3) その他有価証券 

(イ) 時価のあるもの 

同左 

  (ロ）時価のないもの 
移動平均法による原価法 

(ロ) 時価のないもの 
同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

月別総平均法による原価法 同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法 
 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。 
 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

(1) 有形固定資産 

定率法 
 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。 
 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 
  建物 16年～50年

機械装置 ７年～13年

建物 16年～50年

機械装置 ７年～13年

  （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当事業年度

より、平成19年４月１日以後に取得し
た有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 なお、これによる当事業年度の損益
に与える影響額は、軽微であります。 

（追加情報） 

  法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した有形固定資産に
ついては、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により取得価額

の５％に到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相当額と備忘
価額との差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。 

  これにより営業利益、経常利益及び
税引前当期純利益は、それぞれ84百万

円減少しております。 
  (2）無形固定資産 

定額法 
 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

定額法 

(3) 長期前払費用 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権等の貸倒れによる損失に備え、

一般債権については貸倒実績率法によ
り、貸倒懸念債権及び破産更生債権等

については財務内容評価法によってお

ります。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 
 従業員賞与の支払に備え、支払見込

額のうち当事業年度負担相当額を計上

しております。 

(2）賞与引当金 
同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

  (3）役員賞与引当金 

  当社は、役員賞与の支払に備え、支

払見込額のうち、当事業年度負担額を
計上しております。 

(3）役員賞与引当金 

同左 

  (4）退職給付引当金 

 従業員及び一部の事業所に勤務する

常用作業員の退職給付に備えるため、
当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。 
  数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により翌

事業年度から費用処理することとして
おります。 

(4）退職給付引当金 

同左 

  (5) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく当事業年度末要支給
額を計上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、為替予約が付されている外貨

建金銭債権債務については振当処理を
行っております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

デリバティブ取引 
（為替予約取引等） 

ヘッジ対象 

商品輸出・輸入による外貨建債

権・債務及び外貨建予定取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

         同左 

  
ヘッジ対象 

         同左 

  
  (3）ヘッジ方針 

  社内規定に基づき、外貨建営業債権

債務に係る将来の為替レートの変動リ

スクを回避する目的で為替予約取引等

を行っております。投機目的によるデ
リバティブ取引は行っておりません。 

(3）ヘッジ方針 
 同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法  

  予定取引について同一通貨の為替予

約を付しているため、その後の為替相
場の変動による相関関係は完全に確保

されておりますので、有効性の評価を

省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法  

 同左  

８．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

    消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理
は、税抜方式によっております。 

    消費税等の会計処理 

同左 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成19年９月30日現在） 

当事業年度 
（平成20年９月30日現在） 

※１．(1) 有形固定資産の減価償却累計額 

  42,693百万円

※１．(1) 有形固定資産の減価償却累計額 

  45,190百万円

(2）担保に供している資産 (2）担保に供している資産 

建物 468百万円 建物 428百万円

 担保権によって担保されている債務はあり

ませんが、土地使用貸借契約に基づいて担保

提供をしております。 

 担保権によって担保されている債務はあり

ませんが、土地使用貸借契約に基づいて担保

提供をしております。 

  また、短期借入金4,500百万円については、

担保提供を伴う借入契約ではありませんが、

「銀行取引による債務」として取引銀行１行

及び１金庫には下記資産に対して、極度額670

百万円の共同担保として根抵当権が設定され

ております。 

  また、短期借入金5,450百万円については、

担保提供を伴う借入契約ではありませんが、

「銀行取引による債務」として取引銀行１行

及び１金庫には下記資産に対して、極度額670

百万円の共同担保として根抵当権が設定され

ております。 

建物 46百万円

土地 360百万円

計 406百万円

建物 45百万円

土地 360百万円

計 405百万円

※２．コミットメント契約関係 

   当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行２行及び１金庫と貸出コミットメント

契約を締結しております。これら契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

貸出コミットメントの総額 5,000百万円

借入実行残高 1,500百万円

差引額 3,500百万円

※２．コミットメント契約関係 

   当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行及び１金庫と貸出コミットメント

契約を締結しております。これら契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

貸出コミットメントの総額 6,000百万円

借入実行残高 2,450百万円

差引額 3,550百万円

※３．期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。なお、当事業年度末日が

銀行休業日のため、次のとおり当期末日満期手形が

期末残高に含まれております。   

受取手形  25百万円

     

                     ――――― 
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（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加41千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

当事業年度（自 平成19年10月１日 至 平成20年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加43千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

※１．主として車両運搬具の売却益であります。 ※１．主として機械装置の売却益であります。 

    

※２. 主として建物、機械装置の除却損及び機械装置の 

売却損であります。 

※２. 主として建物、機械装置の除却損及び車両運搬具

の売却損であります。 

    

 ※３. 関連会社HARBOURSIDE SERVICES PTY.LTD. に対す  

       る投資の評価減、及び子会社㈱有職に対する貸付 

       金に係る貸倒引当金繰入額であります。 

※３. 主として子会社㈱有職に対する貸付金に係る貸倒 

引当金繰入額であります。 

  

 ――――― 

  

 ※４．減損損失を認識した資産グループは次のとおりで 

       あります。 

  

  

       減損損失を認識した資産グループについては、原 

     則として事業所単位ごとにグルーピングしておりま 

     す。 

       上記資産グループについては、閉鎖売却決定によ 

     り今後の使用が見込まれないことから、帳簿価額を 

     回収可能価額まで減額し、当該減少額121百万円を 

     減損損失として特別損失に計上しております。 

       なお、回収可能価額は正味売却価額により決定し 

     ております。 

場所 用途 種類  
減損損失 

（百万円）

 宮城県牡鹿郡 

 女川町 
 冷凍工場 

 建物 31 

 土地  77 

 機械装置  9 

 構築物  1 

 工具器具備品 1 

 
前期末株式数 
（千株） 

当期増加株式数 
（千株） 

当期減少株式数 
（千株） 

当期末株式数 
（千株） 

自己株式        

普通株式（注） 552 41 ― 594 

合計 552 41 ― 594 

 
前期末株式数 
（千株） 

当期増加株式数 
（千株） 

当期減少株式数 
（千株） 

当期末株式数 
（千株） 

自己株式        

普通株式（注） 594 43 ― 638 

合計 594 43 ― 638 
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（リース取引関係） 

前事業年度 

                  (自 平成18年10月1日 

                   至 平成19年9月30日) 

当事業年度 

                  (自 平成19年10月1日 

                   至 平成20年9月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 

（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

車両運搬具 340 184 156 

工具器具備品 221 182 39 

その他 36 33 3 

合計 598 400 198 

 
取得価額 
相当額 

（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

車両運搬具 378 212 165 

工具器具備品 173 156 17 

その他 36 36 － 

合計 588 405 183 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 86百万円 

１年超 111百万円 

合計 198百万円 

１年内 76百万円 

１年超 106百万円 

合計 183百万円 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 125百万円 

減価償却費相当額 125百万円 

支払リース料 106百万円 

減価償却費相当額 106百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 
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（有価証券関係） 

前事業年度（平成19年９月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成20年９月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成19年９月30日） 

当事業年度 
（平成20年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動資産 (1）流動資産 

（百万円)

繰延税金資産  

賞与引当金 223 

未払事業税 65 

賞与社会保険料 27 

その他 4 

繰延税金資産合計 320 

（百万円)

繰延税金資産  

賞与引当金 269 

未払事業税 80 

賞与社会保険料 33 

減損損失  48 

その他 2 

繰延税金資産合計 435 

(2）固定資産 (2）固定資産 

（百万円)

繰延税金資産  

退職給付引当金 212 

役員退職慰労引当金 97 

投資有価証券評価損 90 

関係会社株式評価損 162 

その他 78 

繰延税金資産小計 642 

評価性引当額 △125 

繰延税金資産合計 516 

繰延税金負債  

圧縮記帳積立金 285 

特別償却準備金 84 

その他有価証券評価差額金 565 

その他 0 

繰延税金負債合計 936 

繰延税金負債の純額 419 

（百万円)

繰延税金資産  

退職給付引当金 169 

役員退職慰労引当金 109 

投資有価証券評価損 104 

関係会社株式評価損 162 

その他 93 

繰延税金資産小計 639 

評価性引当額 △131 

繰延税金資産合計 508 

繰延税金負債  

圧縮記帳積立金 274 

特別償却準備金 74 

その他有価証券評価差額金 228 

繰延税金負債合計 577 

繰延税金負債の純額 68 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.0％ 

(調整)    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.9％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
△0.3％ 

住民税均等割額 1.0％ 

役員賞与引当金 0.4％ 

評価性引当額の増減 1.2％ 

その他 0.3％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.5％ 

法定実効税率 40.0％ 

(調整)    

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.0％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
△0.4％ 

住民税均等割額 1.2％ 

役員賞与引当金 0.4％ 

評価性引当額の増減 0.2％ 

その他 0.7％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.1％ 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前事業年度 
（自 平成18年10月１日 

  至 平成19年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成19年10月１日 

  至 平成20年９月30日） 

１株当たり純資産額  1,063円56銭

１株当たり当期純利益   38円29銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   37円71銭

  

 平成19年３月30日付にて転換社債を満期償還してお

り、平成19年９月30日現在転換社債等潜在株式はあり

ません。 

１株当たり純資産額 1,073円10銭

１株当たり当期純利益 37円10銭

  

  

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 
前事業年度 

（自 平成18年10月１日 
   至 平成19年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成19年10月１日 

   至 平成20年９月30日） 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（百万円） 1,956 1,923 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ―  ―  

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,956 1,923 

期中平均株式数（千株） 51,092 51,841 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） ― ― 

普通株式増加数（千株） 791 ― 

（うち転換社債） (791) ― 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

  平成19年３月30日付にて転換

社債を満期償還しており、平成

19年９月30日現在転換社債等潜

在株式はありません。 

 ――――― 
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（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

 ―――――   

  株式会社セイワフードの株式取得(子会社化)について 

  

  当社は、平成20年11月26日及び12月16日開催の取締役会

決議に基づき、株式会社セイワフードの株式を取得してお

ります。 

  

 (1)目的 

  当社は、本株式の取得により、株式会社セイワフードの

主たる事業である活鰻の輸入販売及び加工鰻の国内仕入・

輸入販売事業を新たに加え、取扱い商材の拡大と調達力の

強化、生産から販売までの一貫した事業モデルを獲得する

ことができ、これをもって両社の多面的なシナジー効果に

より、当社の一層の企業価値向上を図るものでありま

す。  

  

 (2)株式の取得先  

     株式会社セイワフード代表取締役社長他18名(社) 

  

 (3)株式を取得する会社の概要  

  

 (4) 株式取得の時期 

    (括弧内は発行済株式総数に対する所有株式数の割合) 

   ①株式譲渡契約書の締結   平成20年11月26日(92%) 

                            平成20年12月16日(8%) 

   ②株券引渡し             平成20年12月16日 

  

 (5)取得株式の総数、取得価額総額及び取得後の持分比率 

  

 (6)支払資金の調達  

    銀行借入金 

  

   ①商号 株式会社セイワフード 

   ②主な事業内容 活鰻の輸入販売及び加工鰻の国内

仕入・輸入販売 

   ③総資産  5,054百万円  

   ④純資産  1,068百万円  

   ⑤資本金    140百万円  

   ⑥売上高 11,007百万円  

   ⑦経常利益     94百万円  

   ⑧当期純利益   △97百万円  

   (以上 平成20年8月期) 

   ⑨発行済株式総数 12,500株 

   ①取得株式数 12,500株 

   ②取得価額総額  2,500百万円  

   ③取得後の持分比率    100% 
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④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

 該当事項はありません。 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱サカタのタネ 558,250 869 

㈱横浜銀行 1,623,019 814 

スターゼン㈱ 1,532,000 356 

東洋水産㈱ 100,000 266 

丸全昭和運輸㈱ 481,000 138 

三菱鉛筆㈱ 99,000 113 

横浜丸魚㈱ 207,881 96 

エバラ食品工業㈱ 70,000 88 

㈱ミツバ 150,000 84 

築地魚市場㈱ 576,000 82 

その他29銘柄 3,072,057 642 

計 8,469,207 3,553 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

（投資信託受益証券）
  証券投資信託受益証券（７銘柄） 22,704,704 19 

計 22,704,704 19 
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【有形固定資産等明細表】 

 （注） 1.「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。  

      2.当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入額及び回収による取崩額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
 （百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
  (百万円） 

有形固定資産              

建物 51,062 3,779 
183 

    （31) 
54,659 31,184 1,651 23,474 

構築物 1,704 111 
7 

     （1) 
1,808 1,342 87 465 

機械装置 13,767 1,173 
206 

     （9) 
14,734 10,461 754 4,273 

車両運搬具 1,345 146 98 1,393 1,092 239 301 

工具器具備品 1,445 173 
37 

     （1) 
1,581 1,110 204 470 

土地 16,167 24 
77 

    （77) 
16,114 － － 16,114 

建設仮勘定 557 5,233 5,791 － － － － 

有形固定資産計 86,051 10,642 
6,402 

    （121) 
90,291 45,190 2,937 45,100 

無形固定資産              

借地権 1,306 － － 1,306 － － 1,306 

ソフトウェア 511 25 5 531 383 103 148 

電話加入権 28 － － 28 － － 28 

無形固定資産計 1,846 25 5 1,866 383 103 1,483 

長期前払費用 88 50 31 107 30 5 76 

繰延資産              

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

         建物 

鳥栖第二物流センター 

十勝第二物流センター 

1,993

1,620

百万円

百万円

         機械装置 

鳥栖第二物流センター 

十勝第二物流センター 

539

454

百万円

百万円

         建設仮勘定 

主に上記物流センターの資産取得に係るものであります。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金（注） 236 117 16 100 236 

賞与引当金 557 674 557 － 674 

役員賞与引当金 35 36 35 － 36 

役員退職慰労引当金 244 51 22 － 273 
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（２）【主な資産及び負債の内容】 

資産の部 

流動資産 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

ａ．相手先別内訳 

ｂ．期日別内訳 

項目 金額（百万円） 

現金 44 

預金  

当座預金 499 

普通預金 1,550 

定期預金 2 

別段預金 2 

小計 2,054 

合計 2,098 

相手先 金額（百万円） 

㈱山野井 20 

㈱ホクビー 9 

㈱ふくれん 9 

㈱トワニ  3 

その他 12 

計 55 

期日 金額（百万円） 

平成20年10月  42 

11月 7 

12月 2 

平成21年 1月 2 

計 55 
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③ 売掛金 

ａ．相手先別内訳 

ｂ．売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

④ 商品 

⑤ 貯蔵品 

相手先 金額（百万円） 

日本ハム㈱ 1,436 

伊藤ハム㈱ 1,129 

ジャパンフード㈱ 456 

グローバルマーケティング㈱ 404 

ハンナン㈱ 258 

その他 11,333 

計 15,019 

 

前期繰越高 

（百万円） 

(A) 

当期発生高 

（百万円） 

(B) 

当期回収高 

（百万円） 

(C) 

次期繰越高 

（百万円） 

(D) 

回収率（％） 

滞留期間(日) 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

366 

(C) 
───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

商品売上高 14,851 111,449 113,665 12,636 90.00 45.14 

冷蔵庫収入 2,481 19,100 19,199 2,382 88.96 46.61 

計 17,333 130,550 132,865 15,019 89.84 45.35 

項目 金額（百万円） 

水産品 5,124 

畜産品 1,678 

その他 97 

計 6,900 

項目 金額（百万円） 

加工用資材等 12 

計 12 
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負債の部 

流動負債 

① 買掛金 

② 短期借入金 

（３）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

太洋物産㈱ 2,210 

㈱ノースフーズジャパン 303 

㈱エルイーシーフーズ 263 

同和食品㈱ 244 

阪和興業㈱ 233 

その他 7,002 

計 10,258 

相手先 金額（百万円） 

㈱横浜銀行 3,250 

農林中央金庫 1,250 

三菱UFJ信託銀行㈱ 500 

㈱三井住友銀行 450 

計 5,450 
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第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１. 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第1項 

   の規定による請求をする権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権 

   の割当てを受ける権利以外の権利を有しておりません。 

 （注）２. 以下の算式により１単元当たりの金額を算出し、これを買取った単元未満株式の数で按分した金額の85％ 

   とする。 

（算式）１株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち 

（円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。） 

 ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合は、2,500円、5,000万円を超えた場合には 

 272,500円とする。 

事業年度 10月１日から９月30日まで 

定時株主総会 12月中 

基準日 ９月30日 

株券の種類 
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、

10,000株券、100株未満の株数を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 ３月31日   ９月30日 

１単元の株式数 1,000 株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき、印紙税相当額に100円を加えた額およびこれに係る消費税額 

単元未満株式の買取り(注)１  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

買取手数料 (注)２ 

公告掲載方法 

当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない

事由によって電子公告による公告をすることができない場合の公告方法

は、日本経済新聞に掲載する方法とする。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 

100万円以下の金額につき 1.150％

100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900％

500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％
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第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  (１)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度(第60期) (自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日) 平成19年12月26日関東財務局長に提出。 

  (２)半期報告書 

 (第61期中) (自 平成19年10月１日 至 平成20年３月31日) 平成20年６月27日関東財務局長に提出。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書 

      平成19年12月21日 

横浜冷凍株式会社      

  取締役会 御中    

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 手塚 仙夫      印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 上坂  健司   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている横浜冷凍株式会社の平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、横浜

冷凍株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会 

      社）が別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 

      平成20年12月22日 

横浜冷凍株式会社      

  取締役会 御中    

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 手塚 仙夫      印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 上坂  健司   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている横浜冷凍株式会社の平成１９年１０月１日から平成２０年９月３０日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、横浜

冷凍株式会社及び連結子会社の平成２０年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会 

      社）が別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 

      平成19年12月21日 

横浜冷凍株式会社      

  取締役会 御中    

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 手塚 仙夫      印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 上坂  健司   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている横浜冷凍株式会社の平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの第６０期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、横浜冷凍

株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会 

      社）が別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 

      平成20年12月22日 

横浜冷凍株式会社      

  取締役会 御中    

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 手塚 仙夫      印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 上坂  健司   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている横浜冷凍株式会社の平成１９年１０月１日から平成２０年９月３０日までの第６１期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、横浜冷凍

株式会社の平成２０年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会 

      社）が別途保管しております。 
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